
　
日
本
共
産
党
都
議
団
は
、
１
月
12

日
、
高
校
生
の
学
費
無
償
化
に
つ
い

て
、
都
が
国
の
制
度
を
拡
充
す
る
よ

う
、
石
原
知
事
と
大
原
教
育
長
に
申

し
入
れ
ま
し
た
（※

写
真
中
央
が
あ

ぜ
上
議
員
）。

　
都
立
高
校
の
授
業
料
は
国
の
標
準

額
よ
り
３
６
０
０
円
高
く
、国
の
「
無

償
化
」
策
だ
け
で
は
無
料
に
な
り
ま

せ
ん
。
国
の
私
立
高
校
生
へ
の
就
学

支
援
金
も
、
予
算
で
は
概
算
要
求
よ

り
後
退
し
、
年
１
１
万
８
８
０
０
円

（
年
収
３
５
０
万
円
未
満
の
世
帯
は

追
加
助
成
）
に
と
ど
ま
り
ま
し
た
。

　
い
ま
格
差
と
貧
困
が
広
が
る
な
か

で
、
学
費
は
家
計
を
直
撃
し
て
い
ま

す
。
都
内
の
私
立
高
校
の
平
均
授
業

料
が
４
２
万
円
、
施
設
整
備
費
や
入

学
金
な
ど
を
合
わ
せ
る
と
平
均
８
７

万
円
で
す
。「
せ
め
て
授
業
料
無
償

化
を
」の
願
い
は
切
実
で
す
。
ま
た
、

東
京
の
高
校
生
の
六
割
が
通
う
私
立

高
校
も
無
償
化
し
な
け
れ
ば
教
育
の

機
会
均
等
を
保
障
で
き
ま
せ
ん
。

　
都
議
団
は
、①
都
立
高
校
の
授
業

料
は
差
額
を
都
が
負
担
し
、
授
業
料

と
入
学
金
を
無
償
に
す
る
こ
と
②
私

立
高
校
の
授
業
料
も
年
収
５
０
０
万

円
未
満
世
帯
は
無
償
化
す
る
こ
と
③

国
の
基
金
事
業
も
活
用
し
、
私
立
高

校
の
入
学
金
・
施
設
費
な
ど
の
減
免

制
度
を
創
設
す
る
こ
と
④
教
科
書

代
、
修
学
旅
行
費
、
通
学
費
な
ど
が

ま
か
な
え
る
給
付
型
奨
学
金
を
創
設

す
る
こ
と
⑤
国
の
特
定
扶
養
控
除
圧

縮
で
授
業
料
減
免
世
帯
な
ど
が
負
担

増
に
な
ら
な
い
よ
う
国
に
措
置
を
求

め
る
こ
と̶

̶

を
求
め
ま
し
た
。
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「
高
校
生
の
学
費
無
償
化
」

　
都
と
し
て
拡
充
を
　
　
　

̶
̶
 

都
知
事
に
申
し
入
れ

都政に関するご意見、ご要望をお寄せください。

2010年2月7日　No.6


